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第3回生活保護システム等標準化検討会 次第

＜日時・場所＞

令和8年8月5日（水） 10:00～12:00 オンライン開催（Zoom）

＜議題＞

I. 開会

II. 議事

1. 制度的な動向、今後の改版スケジュール

2. 全国意見照会等の結果の共有

Ⅲ．閉会

＜配布資料＞

資料１ 第3回生活保護システム等標準化検討会 事務局資料（本紙）

資料２ 医療扶助等におけるデジタル化やデータ活用に係る最近の動向（厚生労働省資料）

資料３ 【マージ版】生活保護システム_全国意見照会_回答票

資料４ 【マージ版】レセプト管理システム_全国意見照会_回答票



1. 制度的な動向、今後の改版スケジュール
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1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.1. 制度的な動向

✓ 生活保護制度においては、現在、在留資格別の人数等の情報については把握することができないため、令和９年６月から福祉事務所において、マイナン
バーによる情報連携を行い、国籍、在留資格等の情報取得を可能にすべく、標準仕様書の改定を行うことで在留資格を把握する予定で進めております。

✓ 医療扶助のオンライン資格確認については紙の医療券発行に伴う負担、医療情報閲覧機能・電子処方箋等の活用ができないといった課題が存在しま
す。運用見直しにより、福祉事務所/医療機関等双方の業務負荷軽減及び被保護者への医療の質向上を図ります。

✓ 申請件数や開始件数の増加が注目される中で、身寄りのない方が亡くなったことにより、葬祭扶助のみ支給するケースの影響を把握できるようにする観点
から、令和６年度の月次調査から、申請件数・開始件数の再掲（内訳）として、法18条２項に基づく件数を計上することとしていましたが、件数が適切
に計上されていないことが考えられるため、調査を見直しシステム改修を行う予定で進めております。

✓ 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律第６条に基づき、生活保護システム及びレセプト管理システムに係る標準化基準（省令・告示）を
8月7日（金）に公布・施行予定です。 
※公布後は厚生労働省の標準化関係ホームページに掲載予定です。（標準仕様書（生活保護）｜厚生労働省）

① 標準化基準（省令・告示）について

② デジタル庁における経過措置の概要・取り扱い方針

① 医療扶助適正化に向けた改正内容について

③ 葬祭扶助の項目変更について

② 在留資格別の外国籍人数の把握について

（１）制度に関するお知らせ

（２）厚生労働省からのお知らせ

共有

✓ 経過措置に該当する機能・帳票については、従来は自治体の標準化移行後に後追いで対応する方針でした。
現在はデジタル庁から各所管省庁に対して経過措置に該当する機能・帳票（※）について見直しを実施するように検討方針が示されています。

✓ 具体的な見直し方針の内容として、未実装機能について実装必須機能・帳票として要件を維持、もしくは、標準オプション機能・帳票への要件変更
について検討すること、残存機能・帳票について標準オプション機能・帳票として新たな要件化を検討することが示されています。
これまでの整理における未実装機能・帳票及び残存機能・帳票並びに今回実施した意見照会と合わせ、今後、整理を行います。
※ 未実装機能・帳票（実装必須機能のうちベンダーにおける開発と実装が令和7年度末までに困難とされた機能・帳票）
※ 残存機能・帳票（標準化移行に伴ってベンダーのパッケージシステムからの削除が令和7年度末までに困難とされた機能・帳票）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seiho_std.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seiho_std.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seiho_std.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seiho_std.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seiho_std.html
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1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.2. 標準化基準（省令・告示）について

■ 標準化基準（省令・告示）の意図

• 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）第６条第１項の規定に
基づき、所管大臣は、その所管する標準化対象事務に係る法令又は事務に係る地方公共団体情報シス
テムに必要とされる機能等について、主務省令で、地方公共団体情報システムの標準化のため必要な基
準（標準化基準）を定めなければならないこととされている。

• 今回の省令化は、新たな業務ルールや機能を追加することを主な目的とするものではなく、これまで標準仕
様書で定めてきた機能要件・帳票要件を法令体系の中に位置付け直し、標準化法に基づく統一的な基
準として明確化することを目的としている。

■標準化基準（省令・告示）の構造

• 標準化基準は、「省令」と「告示」の二層構造としており、省令で基準の骨格を定め、告示で具体的な機
能要件や帳票様式等の詳細を定めている。

• 省令では、生活保護システム及びレセプト管理システムについて、機能要件・帳票要件の大項目や実装不
可機能の考え方など、標準化基準の基本的な枠組みとなる事項を規定している。

• 告示では、省令に基づき、別表において機能IDごとの機能要件、実装区分（実装必須・標準オプション・
実装不可）、適合基準日及び帳票様式等の具体的な内容を規定している。

共有
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◼ 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）等に基づき、標準化基準を定める省令・告示が新たに定
められること等に伴い、標準仕様書の改版スケジュールを見直す方向としています。第１回検討会でお示ししたスケジュールと次ページに見
直す方向とした改版スケジュール（案）をお示しいたします。

作業項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

マイルストーン ▼標準仕様書改定① ▼標準仕様書改定②

※正誤表による修正点の反
映・PMOツール意見の反映

※未来の業務のあり方WTを踏ま
えた機能要件の調整結果の反
映・PMOツールからの意見の反映

地方自治体等に対する意
見照会等

有識者検討会の開催及
び標準仕様書の確定 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

全国意見照会① 全国意見照会②

• 標準仕様書改定案の協議
• 意見照会実施方針の承認

標準仕様書2.4版（案）
に関する意見照会

標準仕様書2.5版（案）
に関する意見照会

• 標準仕様書改定案の協議
• 意見照会実施方針の承認

• 意見照会結果の確認
• 標準仕様書への反映内容

の承認

• 意見照会結果の確認
• 標準仕様書への反映

内容の承認

事務局
準備期間

※議論状況や論点に応じてWTの開催時期や回数は調整する想定

未来の業務のあり方WT
（※）

第1回 第2回 第3回 第4回

ステップ① 生活保護CW業務への外部サービス利用拡大の協議

第5回

ステップ②
標準仕様書改定案の内容協議

現在の改版スケジュール（5月8日に開催した第1回有識者検討会資料から抜粋）

1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.4. 今後の改版スケジュール
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作業項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

マイルストーン

地方自治体等に対する
意見照会等

有識者検討会の開催及び
標準仕様書の確定

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回
(予備日）

全国意見照会

• 標準仕様書の内容承認・確定
• 未来の業務のあり方WTを踏まえ

た機能要件の調整結果について
※ 省令等の改正手続き開始

標準仕様書2.4版（案）に
関する意見照会

• 標準仕様書改定に向けた協議
• 意見照会実施方針の承認

• 意見照会結果の報告
• 標準仕様書への反映に向けた検討の進

め方について

• 2.4版標準仕様書
（省令公布）

• 次回改定に向けた意見照会
実施方針の検討

事務局
準備期間

未来の業務のあり方WT
（※2）

第1回 第2回 第3回 第4回

ステップ① 生活保護CW業務への外部サービス利用拡大の協議、標準仕様書との関連整理

第5回

ステップ②
今後の検討課題の協議

今後の改版スケジュール（案）

標準化基準（省令・告示）
改正スケジュール

改正案作成

法令審査

★省令公布

パブコメ

法令審査

入稿

意見の集約

修正

1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.4. 今後の改版スケジュール

※1 前項のスケジュールとの差分は赤字で表記
※2 議論状況や論点に応じてWTの開催時期や回数は調整する想定
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医療扶助・健康管理支援等に関する検討会「中間的な整理」 （令和 7年 12月 17日）

• 生活保護受給者の医療扶助・健康管理支援等に関する「当面の取組」と「中長期的な方向性」について議論し、検討状況をとりまとめ。

• 「引き続き検討」とされた内容については、厚生労働省において実態把握等を進めつつ、本検討会でさらに議論を深めていく。

• 医療扶助等の給付手続をデジタル化・効率化

●オンライン資格確認の活用促進（業務効率化、利用登録の勧奨）

●給付手続の効率化や更なるオンライン化に向け、引き続き検討

• レセプト・健診情報等の効率的・効果的な活用方策について、引き続き検討

医療扶助等におけるデジタル化やデータ活用

• 生活保護受給者は、     り さらに  化 進 。    ・  働  の    く、  ・  や  面の  な      る  は  。
   等の  受療率  く、  の受   や 方される医  の   は い 向。

•   生活面の  や 労・ 会  に向け、健康  ・生活  の 期把握や  に  た支援を 化。  て、  受 や医  の   用等  進。

•    務 と 内関   や  の医療関 者等との  を 進。    活用等を  た業務効率化や取組の  化を  て、 られた 的  を 効活用。

検討に当たっての視点

• 福祉事務所による重複・多剤投与対策を強化

●文書を活用した対 （文書 知等）
対象者：  複投 、 剤投与（６  以上かつ複 医療機関受 ）

●  的な対 （対面指導、 局への同 支援等）
対象者：  複投 、 剤投与（15  以上かつ複 医療機関受 ）

＊当該対策について、   務 の実施  等に鑑み、 学的リスク等を踏ま 、
対象者の中で、さらなる「優先順位付け」を実施

• 医療現場における医薬品の適正使用に向けた対応を推進

●医療機関の受 時/ 局利用時にお 手帳（１冊 定）の持 を原則とする

●医療機関・ 局は、お 手帳の確認や電子 方箋等に る 剤情報の閲覧を
  て、服 状況等の確認を うこととする

医薬品の適正使用や適正受診等

• 保健師等の専門職との協働や「都道府県による市町村支援」を推進

• 地域の医療関係者との間で、医療扶助等に関する課題・取組等を認識共有

実施体制の構築・強化

• 頻回受診の背景要因に応じた適切な対応を推進

●オン資システムの実績ログ機能を活用した頻回受  向の 期把握

●  な 会  の機会の案内・勧奨等を積極的に実施

• 効率的・効果的な実施に向けた枠組みを構築

●被保護者健康管理支援 業との一 的な運用について、引き続き検討

●  の状況（指導対象者の減少等）に  た取組の  化を可能とする

• 患者の状態に応じた必要な医療の提供に向け、新たな対応を実施・検討

●「かかりつけ医」等の普及啓発・ 進方策について、引き続き検討

●医療扶助の訪問看護について、 切な実施に向けて実態把握や 別指導を実施

●NDB ー の分析等を  て実態・  を整理しつつ、投 ・ 療等に るガ
イドラインや基準・ ー の設定について、引き続き検討

• 中長期的な視点で事業企画や効果評価を行う枠組みに標準化

●計画的な実施（１期６年）●評価指標の標準化 ● に る丁寧な技術的支援

• 事業内容を「３つの柱」に標準化、「取組例」を拡充・多様化

①健康状態の把握 ：健 受 勧奨、生活習慣の把握（質問票の活用） 等

②状態に  た 別的支援：保健指導、関 機関との  （   剤師会や健康サポート 局等）等

③健康教育や普及啓発等 ：健康だ り、他 門の取組活用（健康インセンティブ等）等

• 関係部門との連携強化（国が具体的な取組・調整方法等を整理・提示）

• 健康状態の把握に係る実効的な対策について、引き続き検討

効果的な健康管理支援

◼ 厚生労働省では、「医療扶助・健康管理支援等に関する検討会」を令和７年10月から実施。

◼ 令和７年12月には、「中間的な整理」が行われ、医療扶助等におけるデジタル化やデータ活用について「給付手続きの効率化や更なる
オンライン化に向け、引き続き検討」するよう提言。

厚生労働省作成資料

1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.5. 医療扶助等におけるデジタル化やデータ活用に係る最近の動向 ①
共有
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◼ 令和８年７月の第７回では、今後の工程表（同時点での想定）を提示。

◼ 医療扶助のオンライン資格確認、要否意見書、介護券の発行の観点で、運用・標準仕様書の見直しを検討中。

令和10年度～令和９年度令和８年度

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認

要
否
意
見
書

介
護
扶
助

医療扶助等の 付事務の  化・デジタル化    

赤：国の取組
青：自治体の取組

▼医療機関への影響がある運用見直し

▼医療機関への影響がない運用の見直し

＊令和８年７月時点で厚生労働省において想定しているスケジュール。今後、運用等に係る詳細検討を踏まえ、変更する可能性がある。

資
料
２

医療扶助・健康管理支援等に関する検討会（第７回）

令和８年７月８日

厚生労働省作成資料

1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.5. 医療扶助等におけるデジタル化やデータ活用に係る最近の動向 ②
共有
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生活保護システム・生活保護版レセプト管理システム 標準仕様書の改定事項（案）

標準仕様書の  内容方針区分

・ 登録された資格情報を日次で中間サーバーへ連携する機能
・ 生活保護決定時に速やかに資格情報
を登録

資格情報

・ 登録された医療券情報を日次で中間サーバーへ連携する機能
・ 医療扶助決定時に速やかに（当日）
医療券を登録

新規

医療券

・ 医療券を前月末に発行する機能
（複数月分の医療券の登録/自動登録機能等、対応はベンダ仕様
に準ずる）

・ 医療券の前月末発行

継続

・ 紙・電子の医療券出し分け機能
・ 医療扶助のオンライン資格確認の導入状況に応じた出し分け機能

・ ２か月目以降の受診の場合、マイナン
バーカードの保有有無にかかわらず“紙”
医療券不要

・ 登録された調剤券情報を日次で中間サーバーへ連携する機能ー新規

調剤券

・ 継続受診時に利用が見込まれる薬局に対し、調剤券を前月末に
発行する機能

・ 調剤券の前月末発行

継続
・ 紙・電子の調剤券出し分け機能
・ 医療扶助のオンライン資格確認の導入状況に応じた出し分け機能

・ ２か月目以降の受診の場合、マイナン
バーカードの保有有無にかかわらず“紙”
調剤券不要

ーー新規

介護券
・ 毎月発行→新規・変更時のみ発行する機能

・ 介護券の変更時（本人支払額の変
更等）のみ発行

継続

◼ 標準仕様書の見直しイメージは、以下のとおり。詳細は、参考資料を参照。

厚生労働省作成資料

1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.5. 医療扶助等におけるデジタル化やデータ活用に係る最近の動向 ③
共有
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◼ 外国人の受け入れ・秩序ある共生のための総合的対応策（令和８年１月23日外国人の受入れ・秩序ある共生社会実現に関する
関係閣僚会議決定）

• 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）は、憲法 25 条の理念に基づいて 本  を対象と定めており、   の生存権保障の責任は、第一義的
にはその者 属する  負うべきという考 方に っている 、他方、生活に困窮する   については、 道上の観 から「永住者」等の一定
の在留資格を する場 に、 政措置に る保護を っている。 

• 生活保護 度においては、現在、在留資格別の  等の情報については把握すること できないため、令和９年６月から   務 において、公
共サービスメッシュ（※）を活用した、マイナンバーに る情報  を い、 籍、在留資格等の情報取得を可能にすべく関 省 と 整中であ
り、生活保護システムの標準仕 書の改定を うこと等に り在留資格の把握に努める必要 ある。また、これらの情報を  的に把握するため
には、  の受給状況を把握している被保護者 査への項目追 等を検討する必要 ある。

• 「生活保護担当指導職員ブロック会議」（令和７年９・10 月に開催）において、生活保護担当 に対し取扱いの留意 等を周知した。

•   方公共団 の実務においてマイナンバーに る 籍、在留資格等の情報  を可能とする。また、 において その情報を  的に収集する
ことを可能とするな を  て、生活保護 政と出入 在留管理 政   し、 政措置の対象となる者の見直し 含め、保護の補足性の原理
との関  考慮しな ら、   に る 度の  な利用に向けた必要な措置を検討する。

※マイナンバーに る情報  のために各機関に必要な機能を      共 的に提供する の

1.制度的な動向、今後の改版スケジュール

1.6. 在留資格別の外国籍人数の把握について

1.7. 葬祭扶助に関連する項目

◼ 被保護者調査において、生活保護法１８条２項に基づく葬祭扶助の申請件数・決定件数を、保護開始の申請・決定件数の別掲と
して計上し、保護受給世帯数には含めない（葬祭扶助の件数にはカウント）こととする見直しについて、令和９年度にシステム改修を
行い、令和１０年度から調査の見直しを実施することを検討する。

（１）現状と問題点

（２）実施中

（３）今後の検討課題

共有



2.全国意見照会等の結果の共有
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◼ 全国意見照会及び意見照会後の各自治体委員へのヒアリング調査において、
・ 「現在の標準仕様書にて見直すことが有用と考えられる要件及びその理由」
・ 「標準仕様書2.4版の改版箇所における意見の中で議論が有用と考えられる意見」
・ 「今後の生活保護業務への生成AI活用に向けた意見」
について収集しました。

◼ これらの意見につきまして、令和9年1月末の標準仕様書2.4版への反映に向けて、継続して議論を行いたいと考えております。

2. 全国意見照会等の結果の共有

2.1. 意見照会・自治体ヒアリング等を踏まえた検討会の議論範囲
共有

標準仕様書2.4版の改版箇所における

議論が有用と考えられる意見

記載内容の

修正に係る意見

記載の追加に

係る意見

現在の標準仕様

書にて見直すこと

が有用と考えられ

る要件及びその

理由

今回の意見照会を経て改版を想定している機能要件、帳票

レイアウト、帳票詳細要件等に係る意見

記載されている内容について、「記載内容の変更」「必須／オ

プションの変更」等、記載されている内容の変更に係る指摘

記載されている内容を踏まえつつ、業務上必要等の理由にて

追記すべき機能の指摘

内容精査の上、令和9年1月末の標準仕様

書2.4版への反映に向けて議論

内容精査の上、令和9年1月末の標準仕様

書2.4版への反映に向けて議論

経過措置に

関する意見

経過措置（未実装機能・帳票、残存機能・帳票）に関する

検討方針や検討の進め方に関する意見

今後の生活保護業務への

生成AI活用に向けた意見

生活保護業務への生成AIの活用内容、活用に向けた条件・

要素、標準仕様書への追加に関する意見

意見分類 事務局の方針意見概要

内容精査の上、令和9年1月末の標準仕様

書2.4版への反映に向けて議論

内容精査の上、令和9年1月末の標準仕様

書2.4版への反映に向けて議論

内容精査の上、次回以降に議論
（標準仕様書への反映内容・反映する版数・反映時期含めて

議論の想定）
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◼ 標準仕様書2.4版において改版を想定している、標準化PMOツールで寄せられた意見への対応、正誤表で修正箇所を公表した内容の
反映について、全国の自治体や生活保護システム構築事業者に対して全国意見照会を実施しました。

2. 全国意見照会等の結果の共有

2.2. 全国意見照会の照会範囲内容

第2回有識者検討会資料 再掲

全国意見照会における照会範囲

改版内容 分類 改版内容

標準化PMOツールで
受領した意見の反映

• 機能・帳票要件における機能要件、機能要
件中の管理項目の表現の修正

• 帳票レイアウトにおけるシステム印字項目の
位置の修正

• 帳票詳細要件におけるシステム印字項目の
印字編集条件の変更

正誤表による
修正箇所の反映

• 帳票レイアウト「戸籍謄本等発行依頼書
（住民票の写し・住民票の除票の写し）」
の一部修正

• 保健指導情報に関する機能要件の表現の
修正

標準仕様書2.4版 改版内容（イメージ）

生活保護システム

機能・帳票要件（第2.4版） 【凡例】　◎：実装必須機能　○：標準オプション機能

大項目 中項目 機能名称
改定種別

（直前の版から改定し
た項目の種別）

新機能名称枝番 旧機能名称枝番 新機能ID 旧機能ID 新機能要件 旧機能要件 ①　都道府県

② 団体内で複数の福祉
事務所を設置（例：政令指
定都市、一部の中核市

等）

③ 団体内で一つの福祉
事務所を設置（例：②以外

の市区町村）
要件の考え方・理由 備考（改版説明） 適合基準日

1. 生活保護申
請・決定（変更
等含む）

1.2. 保護の開始申請受
付及び訪問調査

他法活用確認・確認
結果の登録

追加 2 2 0213049 以下の情報を登録・修正・削除・照会できること。
【管理項目】
・裁定年月日
・受給権発生年月日

◎ ◎ ◎ 【2.4版】
・PMOツールでの意見に基づき、機能要件
を追加

令和12年4月1日

3. 医療扶助 3.2. 治療材料券の交付 保護変更申請書（傷
病届）の作成

修正 1 1 0213048 211960 以下の帳票を作成できること。
・保護変更申請書（傷病届）様式第12号
【管理項目】
・取扱業者

以下の帳票を作成できること。
・保護変更申請書（傷病届）様式第12号
【管理項目】
・取扱業者

◎ ◎ ◎ 【2.3版】
・PMOツールでの意見に基づき、機能要件
を修正
【2.4版】
・PMOツールでの意見に基づき、機能要件
を修正

令和12年4月1日

3. 分析 3.8. 保健指導情報の管
理

保健指導情報の取
込

追加 2 0213051 受け取った保健指導情報から、対象者のデータを抽出できること。 ◎ ◎ ◎ ・当機能要件は、保健指導情報の管理に関する機能要件である。
・参照すべき通知は今後改正の上、通知発出を想定している。
　現時点で参照できる通知は、令和6年3月27日付け社援発 0327 第
25 号における「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の交
付について」となる。

【2.4版】
・PMOツールでの意見に基づき、機能要件
を追加

令和12年4月1日

3. 分析 3.8. 保健指導情報の管
理

保健指導情報の管
理

削除 1 1 0211992 0211992 保健指導情報を登録・削除・修正・照会できること。 保健指導情報を登録・削除・修正・照会できること。 ◎ ◎ ◎ ・当機能要件は、保健指導情報の管理に関する機能要件である。
・参照すべき通知は今後改正の上、通知発出を想定している。
　現時点で参照できる通知は、令和6年3月27日付け社援発 0327 第
25 号における「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の交
付について」となる。
※本機能要件は、機能ID：0211993と同一のものである。次版におい
て、機能ID：0211993と統合する想定である。

【2.3版】
・法制度改正に基づき、機能要件を追加
・令和8年3月30日付けで正誤表にて修正

【2.4版】
・本機能要件は、機能ID：0211993と同一
のものであるため、削除とする

令和9年4月1日

5. 経理 5.1. 定例支給（追加支給
を含む）

組戻の登録 修正 3 3 0213047 0210591 以下の情報について一覧で確認できること。
・組戻の対象者
・自治体に組戻し処理された都道府県費及び市区町村費の金額情報（中核市・政令市は市費のみを管理）
・組戻し対象の保護費の支給年月
・組戻し発生理由
・年月分
・決裁日
・発生、締め区分
・支払い区分支給方法
・理由
・変更「可」「不可」

以下の情報について一覧で確認できること。
・組戻の対象者
・自治体に組戻し処理された都道府県費及び市区町村費の金額情報（中核市・政令市は市費のみを管理）
・組戻し対象の保護費の支給年月
・組戻し発生理由
・年月分
・決裁日
・発生、締め区分
・支給方法
・理由
・変更「可」「不可」

◎ ◎ ◎ 【2.4版】
・PMOツールでの意見に基づき、機能要件
を修正

令和12年4月1日

5. 経理 5.6. 戻入 納入通知書の作成 修正 1 1 0213055 0213040 納入済通知書（納付書）を出力出来ること。
【管理項目】
・発行自治体名称
・徴収金・返還金種類
・徴収金・返還金決定年月
・加入者名
・口座番号
・納付額
・収納機関番号
・納付番号
・確認番号
・納付区分
・徴収金・返還金対象年月
・指定納付期限年月日
・世帯番号
・決定通知書番号
・通知書番号
・債権番号
・地区担当員
・OCR
・督促手数料
・延滞金
・合計金額
・氏名
・GS1-128バーコード
・収納代行会社名

納入済通知書（納付書）を出力出来ること。 ◎ ◎ ◎ ・管理項目は、帳票詳細要件「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付
書）（カク公）」および「150_帳票詳細要件_納入通知書（納付書）（マル
公）」に定義しているものと同じものとする。
・管理項目は、納付書上に定義するものであり、一部他の機能要件
上で定義されているものを含む。

【2.2版】
・税務システム標準仕様書との整合をとる
ため、機能要件を修正
（なお、今後の改版において生活保護独
自の納付書レイアウト定義を行う想定のた
め、機能要件を変更することを想定してい
る。）

【2.3版】
・生活保護独自の納付書レイアウトを定義
したため、機能要件を修正

【2.4版】
・PMOツールでの意見に基づき、機能要件
を修正
・管理項目について、従来は帳票詳細要
件に定義したシステム印字項目と同じもの
であるとして、要件の考え方・理由に記載
していたが、改めて管理項目として明記す
るため、機能要件を修正

令和11年4月1日

機能・帳票要件

帳票レイアウト 帳票詳細要件

共有
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◼ 意見照会を実施した結果、全国の自治体およびベンダーから337件の意見が寄せられました。
（意見の詳細は、別添資料3・資料4をご参照ください。）

◼ 標準仕様書2.4版において、事務局が想定していた改版個所について、119件の意見が寄せられました。
また、改版を想定している個所以外の標準仕様書の既存内容について、218件の意見が寄せられました。

2. 全国意見照会等の結果の共有

2.3. 全国意見照会の意見数

種別 機能要件
帳票レイアウト・
帳票詳細要件

その他 合計

2.4版の改版内容に関する意見数 35 72 2 109

2.4版の改版内容以外に関する意見数 52 122 44 218

意見の全数 87 194 46 327

生活保護システム

種別 機能要件
帳票レイアウト・
帳票詳細要件

その他 合計

2.4版の改版内容に関する意見数 9 0 1 10

2.4版の改版内容以外に関する意見数 0 0 0 0

意見の全数 9 0 1 10

レセプト管理システム

共有
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◼ 全国意見照会で収集した意見のうち、検討会の自治体委員にも協力を頂いたうえで、検討会で議論する事項を選定します。
◼ 今後の検討会では、検討会の自治体委員から頂いた議論事項に加え、事務局の提示する議論事項について、標準仕様書への反映要

否や反映の内容に関する議論を行います。

2. 全国意見照会等の結果の共有

2.4. 全国意見照会の  に向けた検討ステップ

全国意見照会で
収集した意見の

事前整理

【事務局側作業】

• 今回の意見照会で収集した意見について、2.4版の改版箇所に対する意見、それ以外の既存箇所の意見か分類を実施

• 収集した意見のうち、意見内容の深堀が必要な意見について、意見発出自治体に対して追加の聞き取りを実施

• 議論するべき意見の選択・意見への対応方針・標準仕様書の修正案・検討会での議論事項を作成

【自治体委員作業】

• 全国意見照会で収集した意見について、検討会で議論するべき意見を選択し、事務局へ提示

今後の検討会の
議論内容

✓ 今後の検討会において、標準仕様書に対して寄せられた意見（2.4版における改版箇所に対する意見・それ以外の既存箇所の意見）のうち、以
下のいずれかに該当する意見について、  要否および  内容の議論を行います。

① 標準的な生活保護業務を行うために標準仕様へ追加すべきか、複数自治体の業務運用に支障をきたすことがないように標準仕
様へ追加するべきか判断が難しい意見

② 検討会の自治体委員から議論をするべきと意見のあった意見
※意見および理由等を踏まえて、標準仕様書へ明らかに反映するべき意見については議論せず、事務局において反映作業を行う想定です

標準仕様書2.4版
の確定

【事務局作業】

• 検討会における議論結果を踏まえて、令和9年1月末に公表する標準仕様書2.4版を確定

共有
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